
自治体 補助上限額 補助条件 所得制限

東部 江東区

現物支給定価4万数千円
程度のもの
2021年度から30,000円の
費用補助も選択可能

65歳以上　医師の意見必要
扶養親族無しの場合で　所得基準額2,572,000円
以下

墨田区 20,000円
65歳以上　医師の意見必要　両
耳50dB以もしくは、片耳70dBもう
片耳が30dB以上

本人が住民税非課税

荒川区 25,000円

65歳以上　医師が補聴器を必要
と認めた人　原則として両耳の聴
力レベルが40dB以上70dB未満の
人
2022年6月実施予定

本人が住民税非課税

足立区 25,000円

65歳以上　医師の意見必要　両
耳とも中程度難聴（40dB以上
70dB未満オージオグラムの結果
を添付）

住民税非課税世帯

葛飾区 35,000円
65歳以上　医師が補聴器を必要
と認めた人

住民税非課税世帯

江戸川区 20,000円
６５歳以上　医師が補聴器を必要
と認めた人

本人住民税非課税

西部 新宿区

現物給付
耳かけ式(29，500円)
箱形(35.000円)
自己負担2000円

70歳以上　医師の意見必要 生活保護を受けている人は自己負担無し

渋谷区 35,000円

65歳以上　医師の意見必要　両
耳が40dB以上70dB未満　または
左右いずれかの耳が40dB未満で
医師が補聴器の必要性を認めた
人

本人住民税非課税

世田谷区 なし
中野区 なし
杉並区 なし

中部 千代田区
補聴費購入費の90％
上限50,000円

年齢制限無し　医師の意見必要
一耳の聴力レベル40dB以上　所
得制限あり

本人または扶養義務者等の所得が千代田区障
害者福祉手当の所得基準の範囲内である方
（例20歳以上扶養0人で3,604,000円）

中央区 35,000円 65歳　医師の意見必要

本人の前年の所得が下記以下
扶養なし:所得金額 2,672,000円
扶養1人:所得金額 3,152,000円
注記：扶養親族が増すごとに38万円を加算

文京区 25,000円
65歳以上　医師の意見必要　4分
法による判断で聴力が40dB以上
70デシベル未満

本人が住民税非課税

台東区 なし

南部 港区
補聴器購入額
上限137,000円

60歳以上　医師の意見必要　助
成金交付5年経過後再度申請が
可能

住民税課税の人は補聴器購入額の1/2（上限
58,500円）

品川区 なし
目黒区 なし

大田区 20,000円
70歳以上　医師の意見必要　4分
法により両耳中程度難聴（40dB
以上70dB未満）

住民税非課税世帯

北部 豊島区 20,000円
65歳以上　医師の意見必要　中
程度難聴程度（40dB以上70dB未
満）

本人住民税非課税

北区 なし

板橋区 20,000円

65歳以上　医師の意見必要　医
師に補聴器の使用が望ましいと
判定された中程度難聴の人
補聴器購入後およそ4週間のアフ
ターケア（調整）を行うことが条件

住民税非課税世帯

練馬区 25,000円

65歳以上　医師の意見必要　両
耳の聴力レベルが40dB～70デシ
ベルの中等度難聴の人
2021年7月受付開始

住民税非課税世帯

多摩北 小平市 なし
西東京市 なし
清瀬市 なし
東久留米市 なし
東大和市 なし
東村山市 なし
武蔵村山市 なし

多摩中 小金井市 なし
国分寺市 なし
国立市 なし
立川市 なし
昭島市 なし
武蔵野市 なし

三鷹市
費用の1/2
上限40,000円

18歳以上　※詳細未調査
2022年10月より制度実施予定

所得210万円未満（高齢者の78％カバー）

多摩南 調布市 なし
狛江市 なし
多摩市 なし
稲城市 なし
町田市 なし
府中市 なし
八王子市 なし
日野市 なし

西多摩 青梅市 なし
あきる野市 なし
福生市 なし
羽村市 なし
瑞穂町 なし
日の出町 なし
奥多摩町 なし
檜原村 なし

島嶼 大島町 なし

利島村 20,000円
65歳以上　医師が補聴器を必要
と認めた人

本人住民税非課税

新島村 なし
神津島村 なし
三宅村 なし
御蔵島村 なし
八丈町 なし
青ヶ島村 なし
小笠原村 なし


